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1.
イントロダクション – 自発的情報交換とは
１．
自発的情報交換とは、当該他方の締約国に関連すると予見されかつこれまで要請されたことのない情報を、他方の締約国に提供することである。その性格上、自発的情報交換は現場調査官（税務調査官）の積極的参加と協力に依存している。自発的に提供される情報は、送付国の調査官が、調査または他の形の税務調査中あるいは調査後に発見し、選択した事項に関するものであるため、通常有効な情報である。
2.
自発的情報交換の利用の奨励と促進
２．
自発的情報交換の有効性と効率性は、情報を提供する当局者のモチベーションと自発性に大きく依存している。したがって、租税条約相手国に役立つ可能性のある情報を権限ある当局に反射的に伝えようとする姿勢が現場調査官にあるかどうかが重要である。このような状況で、税務当局は自発的情報交換の利用を奨励し促進するための戦略の立案を検討すべきである。例えば、自発的情報交換に関する統計を年次報告書において義務的に公表する、包括的で適切な達成目標を持った自己啓発教育を現場調査官に定期的に実施するなどの戦略が考えられる。国々は、自発的情報交換を促進し容易にするための覚書あるいは他の類似文書を協議作成することも考慮すべきである。他国に有益な情報を与えれば、見返りとして有益な情報を受け取る可能性が高くなることに留意すべきである。
3.
どのような場合に自発的な情報交換を考慮すべきか
３．
自発的情報交換を促すようないくつかの状況が生じる。自発的情報交換を検討すべき状況を以下に例示する。
· 多額の税収が他国で失われると疑う理由がある場合
· 他国の居住者に対してなされた支払が無申告であると疑われる場合
· 課税されるべき者が、他国での納税義務の増加をもたらす可能性のある減税または課税免除をある国で取得した場合
· ある国で課税されるべき者と他国で課税されるべき者の間の商取引が、一国または複数国を介して、当該他国の一つあるいは複数で節税が生じるように行われた場合
· 企業グループ内で人為的に利益を振り替えた結果、節税が生じる可能性があると疑う理由がある場合
· 特定の節税や脱税スキームが他の納税者により使用される可能性がある場合
4.
自発的提供情報に含めるべき項目のチェックリスト
以下のチェックリストは、自発的に情報提供を行う際に含める項目についての手引きである。他の関連情報を追加しても良いこと、チェックリストの全項目を収集しようとして情報交換が遅れるべきではないこと、略語や頭字語の使用は避けるべきであることに注意。
1. 情報提供の根拠となっている関連する租税条約または他の法的根拠の条項。
2. 当該情報にかかわる者の身元：名前、生年月日（個人の場合）、配偶者の有無（関連する場合）、納税者番号（TIN）及び住所（もしわかれば電子メールまたはインターネットのアドレス）。

3. 情報入手先の身元及び、関連する場合、その者と当該情報にかかわる者との関係：名前、生年月日（個人の場合）、配偶者の有無（関連する場合）、納税者番号（TIN）及び住所（もしわかれば電子メールまたはインターネットのアドレス）、法人であれば登録番号（もしわかれば）、関係者間の関係を表すチャート、ダイアグラム他の文書。

4. 当該情報に仲介者を経由した取引または支払いが含まれる場合、仲介者の名前と住所、さらに、銀行情報が関係する場合は、銀行支店名および銀行口座番号。

5. 収集した情報、ならびに当該情報が他の権限ある当局にとって重要と思われる理由についての説明（金額に関しては通貨単位を表示し、税金が差し引かれているかどうか、差し引かれている場合には税率および税額を示す）。
6. 情報入手の経緯、および提供情報の情報源（税務申告書、第三者情報等の特定を行う）。

7. この情報交換について当該納税者または第三者に通知済みかどうか。
8. 情報の受領について当該納税者に通知してよいか、異議があるか。
9. 提供情報（例えば送達状）の全部または一部を開示することに異議があるかどうか。
10. 情報の有用性に関するフィードバックを要求するかどうか。
11. 当該情報の利用は適用される守秘義務規定に従って行なわれなければならないことへの注意喚起。（例えば、提供される情報に適用される守秘義務規定の参照文を押印するなど）

12.  必要な場合に連絡すべき税務職員の名前、電話番号、ファックス番号、電子メールアドレス。ただしその者は権限ある当局の代表者でなければならない。
5.
自発的に提供された情報の受領
４．
自発的な情報提供を受けた場合、受領国の権限ある当局は、それを評価し、適切なものと認められる場合は、当該情報を適切な調査部局に送りその処置を求める。
５．
自発的情報を受領する側の権限ある当局は、常に、情報の有用性について調査部局のフィードバックを求め、その情報を自発的な情報提供を行った権限ある当局に送るべきである。自発的な情報提供を行った権限ある当局へのフィードバックには、例えば、追加された税額、発見された租税回避方法、税務当局に対する当該情報の有用性についての全体的評価等を含める。将来の自発的な情報交換の質を改善できるので、権限ある当局間の定期的で、タイムリー、かつ包括的なフィードバックは重要である。
6.
自発的情報交換が役立つケース
６．
以下に、現場調査官によって発見された情報が、条約相手国に役立つと思われるケースを例示する。
· Ａ国のX社の調査結果は、同社からＢ国の非関連会社Yへ運用報酬40,000ユーロが支払われたことを示している。インボイスの調査によってこの金額がY社に支払われたことが示されるが、X社の銀行口座は、25,000ユーロと15,000ユーロの二回の支払いが行われたことを示している。マネージング・ディレクターの日記の中に「Bill Z（運用サービスを提供する個人）がY社銀行口座に25,000ユーロ、Bill Zの銀行口座に15,000ユーロの支払いを要求」と記載されていることが調査官の目に止まる。調査官は、第二の金額はY社の財務レポートに開示されていない可能性があり、したがってこの情報はＢ国の税務当局にとって有用であろうと考え、権限ある当局を介してＢ国への自発的情報の提供に着手する。
· 匿名でＡ国の税務当局に提供されたＡ国の居住者X（何某）に関する情報によれば、Xは、Ｂ国でレストランを所有する彼の父親から預け入れた多額の現金をXの銀行口座に受領している。Xは、彼の父親は、（1）多額の現金を海外に送金することによって、レストラン事業所得に対する税金の支払を避けることができること、（2）Ａ国にいる息子に金銭的な支援を行うこと、の2つの理由で彼に送金していると人々に語っている。調査の結果、Xの銀行勘定照合表は、父親が預け入れた現金からXが多額の課税対象利子所得を得ていることを示しているが、彼はＡ国で税務申告していないことが明らかになった。調査官は、2003課税年度を通じてXの銀行口座に定期的に50,000ユーロが預金されていたと見積もっている。調査官は、所得がＢ国で報告されていない疑いが持たれるので、調査を通じて集められた情報がＢ国の税務当局にとって有用であると考え、この件についてＢ国へ自発的情報交換を行うことを、権限ある当局と協議した。自発的に提供する情報には様々なものがあるが、特に、調査官の報告書の写し、関連する銀行勘定照合表の写し、およびXの父親の名前を含めることが考えられる。
· Ａ国は給与所得に対する二重課税を避けるために国外所得免除方式を採用している。Ａ国の居住者であるマリアは、2003課税年度中に、183日以上Ｂ国で雇用されていたので、Ａ国における課税を免除された。Ａ国とＢ国の間の租税条約によって、マリアの給与所得に対する課税権はＢ国に与えられるため、Ａ国がマリアに対して2003課税年度の租税を免除したことを自発的にＢ国に通知する。
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